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第 32回茨木市こども育成支援会議資料 別添 3 

■幼児期の教育・保育施設サービスの量の見込み及び確保の内容                               

【支給認定ごとの対象年齢・家庭類型、利用該当施設・事業等】 

支給認定 対象年齢・家庭類型 
利用該当施設・事業等 

(家庭類型に関連する分類) 

１号認定 ３～５歳 
夫婦のどちらかが働いていない家庭 

短時間就労家庭 
幼稚園・認定こども園 

２号認定 ３～５歳 

共働き等で幼稚園の利用を希望する家庭 
幼稚園・認定こども園 

(※支給認定：１号認定) 

共働き等で保育所の利用を希望する家庭 
認定こども園・保育所 

(※支給認定：２号認定) 

３号認定 ０～２歳 共働き等で保育所の利用を希望する家庭 
認定こども園・保育所・ 

地域型保育事業 

 

 

１ １号認定 

３～５歳児が対象で、幼稚園の利用希望がある認定区分です。利用が想定される施設は、「認定こども園」または「幼稚園」です。 

 

【これまでの取組】 

現在、公立幼稚園７園、公立認定こども園５園、私立幼稚園 13 園、私立認定こども園 23 園の受入体制により、市全域で需要量を確保で

きています。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

当初の量の見込みよりも緩やかな減少となっていますが、大きな差はなく、おおむね見込みどおりとなっています。また、需要量も確保

できています。 
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実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

児童人口(人) 8,539 8,344 8,301 8,251 8,108 8,044 7,826 7,826 7,879 7,717 7,717 7,810 

量
の
見
込
み 

１号認定 4,379 
4,542 

4,257 
4,391 

4,158 
4,345 

4,014 
4,337 4,209 

3,958 
4,384 4,115 

２号認定＊1 722 702 686 662 653 

他市の子ども(受入) 664 859 439 795 239 792 239 239 796 239 239 821 

①計 5,765 5,401 5,398 5,186 5,083 5,137 4,915 4,576 5,005 4,850 4,623 4,936 

確
保
の
内
容 

幼稚園 

(特定教育・保育施設) 
1,945 1,945 1,945 1,945 160 965 160 965 965 160 965 1,175 

認定こども園 

(特定教育・保育施設) 
30 219 270 264 1,353 794 1,353 944 944 1,353 944 944 

確認を受けない幼稚園 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 4,095 3,865 

他市通園 

(市内の子ども) 
571 571 546 546 546 546 546 546 546 546 546 546 

②計 6,641 6,830 6,856 6,850 6,154 6,400 6,154 6,550 6,550 6,154 6,550 6,530 

差(②－①) 876 1,429 1,458 1,664 1,071 1,263 1,239 1,974 1,545 1,304 1,927 1,594 

*1： ２号認定：保育の必要性があるが幼稚園の利用を希望する家庭 

 

 

２ ２号認定 

３～５歳児が対象で、保育の必要性がある認定区分です。利用が想定される施設は、「認定こども園」または「保育所」です。 

 

【これまでの取組】 

既存の私立保育所等の定員増（平成27～31年度）、公立幼稚園の認定こども園化（平成29年度）、私立保育所の新設や分園設置（平成31年

度）により定員増を図りました。 
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【見込みと修正値及び実績の評価】 

量の見込みは児童人口の減少に伴い減少すると見込んでいますが、実績は児童人口に反して増加しています。そのため、実態の保育需要

を考慮して量を見込む必要があります。また、確保の内容については、当初計画の供給量は満たしていますが、修正後の供給量は満たし

ていません。要因としては、地震や台風の影響により計画どおりに整備が進まなかったことが挙げられます。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

児童人口(人) 8,539 8,344 8,301 8,251 8,108 8,044 7,826 7,826 7,879 7,717 7,717 7,810 

量
の
見
込
み 

保育利用希望(人) 3,037 2,954 2,953 3,095 2,884 3,096 2,784 3,113 3,193 2,745 3,167 3,295 

①計 3,037 2,954 2,953 3,095 2,884 3,096 2,784 3,113 3,193 2,745 3,167 3,295 

確
保
の
内
容 

認定こども園 

(特定教育・保育施設) 
1,330 

1,403 

(1,335) 
1,427 

1,714 

(1,596) 
1,663 

1,993 

(1,972) 
1,663 

2,148 

(2,067) 

2,123 

(2,048) 
1,678 

2,194  

  (2,109) 

2,152 

(2,048) 

保育所 

(特定教育・保育施設) 
1,425 

1,510 

(1,431) 
1,524 

1,303 

(1,185) 
1,539 

1,085 

(1,015) 
1,554 

1,017 

(970) 

1,040 

(970) 
1,554 

1,037 

(991) 

1,099 

(1,015) 

その他(※) 21 
8 

(21) 
21 

18 

(21) 
21 

8 

(21) 
21 

69 

(69) 

22 

(91) 
21 

99 

(99) 

43 

(104) 

②計 2,776 
2,921 

(2,787) 
2,972 

3,035 

(2,802) 
3,223 

3,086 

(3,008) 
3,238 

3,234 

(3,106) 

3,185 

(3,109) 
3,253 

3,330 

(3,199) 

3,294 

(3,167) 

差(②－①) -261 
-33 

(-167) 
19 

-60 

(-293) 
339 

-10 

(-88) 
454 

121 

(-7) 

-8 

(-84) 
508 

163 

(32) 

-1 

(-128) 

※その他：待機児童保育室、地域型保育事業、企業主導型保育事業、私立幼稚園小規模保育事業卒園児受入推進事業 

注：（ ）内の数値は、確保の内容については利用定員を、差については利用定員と量の見込みとの差を表しております。 
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３ ３号認定 

０～２歳児が対象で、保育の必要性がある認定区分です。利用が想定される施設は、「認定こども園」または「保育所」「地域型保育事業」

です。 

 

【これまでの取組】 

既存の私立保育所等の定員増（平成27～31年度）、地域型保育事業(小規模保育事業)の新設（平成27～30年度）により定員増を図りました。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

０歳児については、量の見込みより実績が下回っており、供給量は当初計画よりも少なくなっていますが、需要量を確保できている状況

です。 

１・２歳児については、量の見込みは児童人口の減少に伴い減少すると見込んでいますが、実績は児童人口に反して増加しています。そ

のため、実態の保育需要を考慮して量を見込む必要があります。確保の内容については、企業主導型保育事業の新設により見込みの供給

量は満たしていますが、待機児童解消には至っていません。要因としては、市で計画した整備が地震や台風の影響により予定どおりに進

まなかったことが挙げられます。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

０
歳
児 

児童人口(人) 2,515 2,563 2,488 2,595 2,427 2,490 2,389 2,389 2,439 2,355 2,355 2,376 

量
の
見
込
み 

必要利用定員総数 660 328 652 394 636 399 627 418 409 618 436 484 

①計 660 328 652 394 636 399 627 418 409 618 436 484 

確
保
の
内
容 

保育所 

(特定教育・保育施設) 
234 

184 

(226) 
290 

179 

(192) 
295 

145 

(171) 
300 

167 

(167) 

167 

(167) 
300 

170 

(170) 

168 

(168) 

認定こども園 

(特定教育・保育施設) 
205 

130 

(193) 
232 

178 

(230) 
252 

223 

(284) 
252 

298 

(298) 

302 

(302) 
257 

304 

(304) 

302 

(302) 

地域型保育事業 66 
14 

(38) 
72 

34 

(55) 
72 

29 

(68) 
72 

83 

(83) 

74 

(74) 
72 

83 

(83) 

74 

(74) 
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その他(※1) 6 
0 

(6) 
6 

0 

(6) 
6 

0 

(6) 
6 

3 

(3) 

35 

(35) 
6 

3 

(3) 

69 

(69) 

②計 511 
328 

(463) 
600 

391 

(483) 
625 

397 

(529) 
630 

551 

(551) 

578 

(578) 
635 

560 

(560) 

613 

(613) 

差(②－①) -149 
0 

(135) 
-52 

-3 

(89) 
-11 

-2 

(130) 
3 

133 

(133) 

169 

(169) 
17 

124 

(124) 

129 

(129) 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

１
・
２
歳
児 

児童人口(人) 5,162 5,340 5,111 5,209 5,044 5,229 4,947 4,947 5,186 4,850 4,850 5,003 

量
の
見
込
み 

必要利用定員総数 2,149 2,115 2,127 2,088 2,100 2,147 2,059 2,210 2,216 2,019 2,202 2,288 

①計 2,149 2,115 2,127 2,088 2,100 2,147 2,059 2,210 2,216 2,019 2,202 2,288 

確
保
の
内
容 

保育所 

(特定教育・保育施設) 
791 

958 

(793) 
998 

804 

(683) 
1,008 

703 

(594) 
1,018 

652 

(573) 

666 

(573) 
1,018 

658 

(579) 

694 

(581) 

認定こども園 

(特定教育・保育施設) 
695 

804 

(722) 
836 

948 

(844) 
890 

1,090 

(984) 
890 

1,165 

(1,025) 

1,128 

(1,040) 
900 

1,179 

(1,037) 

1,140 

(1,040) 

地域型保育事業 143 
155 

(159) 
156 

210 

(216) 
156 

260 

(278) 
156 

320 

(320) 

318 

(310) 
156 

320 

(320) 

330 

(310) 

その他(※1) 83 
45 

(83) 
83 

42 

(83) 
83 

48 

(103) 
83 

97 

(97) 

77 

(160) 
83 

97 

(97) 

102 

(237) 

②計 1,712 
1,962 

(1,757) 
2,073 

2,004 

(1,826) 
2,137 

2,101 

(1,959) 
2,147 

2,234 

(2,015) 

2,189 

(2,083) 
2,157 

2,254 

(2,033) 

2,266 

(2,168) 

差(②－①) -437 
-153 

(-358) 
-54 

-84 

(-262) 
37 

-46 

(-188) 
88 

24 

(-195) 

-27 

(-133) 
138 

52 

(-169) 

-22 

(-120) 

 

保育利用率(０～２歳児)（※2） 36.6% 30.9% 36.6% 31.8% 36.6% 33.0% 36.6% 35.8% 34.4% 36.6% 36.6% 37.6% 
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※1 その他：待機児童保育室、企業主導型保育事業 

※2 保育利用率：量の見込み①計÷児童人口 

注 （ ）内の数値は、確保の内容については利用定員を、差については利用定員と量の見込みとの差を表しております。  
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■地域子ども・子育て支援事業の量の見込み及び確保の内容 

1【新規】利用者支援事業 

０～５歳または小学生の児童やその保護者等が、保育所・幼稚園等での教育・保育や、一時預かり、学童保育などの地域子育て支援事業等

の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所で支援を行う事業です。 

 

【これまでの取組】 

中央ブロックの子育て支援総合センターにおいて平成２７年度は利用者支援事業（特定型）として、平成２８年度からは基本型に変更し

て実施しています。また、西ブロックのこども健康センターにおいて、平成２９年度から母子保健型を実施するとともに、中央、東、西、

南、北の各ブロックの公立保育所において利用者支援事業（基本型）の実施をしております。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

各ブロックにおいて、利用者支援事業を実施することにより、利用者が身近なところで支援を受けられることで利便性が向上しています。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

目標値 実績 目標値 実績 目標値 実績 目標値 修正値 実績 目標値 修正値 実績 

市全域 整備目標数（か所） 1 1 1 1 5 7 5 7 7 5 7 7 

中央ブロック 整備目標数（か所） 1 1 1 1 1 2 1 2 2 1 2 2 

東ブロック 整備目標数（か所） 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 

西ブロック 

基本型 
整備目標数（か所） 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 

母子保健型 整備目標数（か所） - - - - 1 1 1 1 1 1 1 1 

南ブロック 整備目標数（か所） 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 

北ブロック 整備目標数（か所） 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 1 1 
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２ 地域子育て支援拠点事業（地域子育て支援センター、つどいの広場） 

０～５歳児とその保護者が交流するための事業を実施し、子育てを応援したり、育児不安や子育ての様々な相談を受けながら、子育て支援

を行う事業です。 

 

【これまでの取組】 

中央ブロック：公立地域子育て支援センター１か所閉所（平成 28年度） 

東ブロック：公立地域子育て支援センター１か所閉所（平成 28年度）、つどいの広場１か所開設（平成 29年度） 

西ブロック：つどいの広場１か所開設（平成 27年度）、つどいの広場１か所開設（平成 29年度） 

南ブロック：つどいの広場１か所開設（平成 28年度）、つどいの広場１か所開設（平成 30年度） 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

利用者見込み数の実績と見込みに差が生じていますが、中間見直し時点では地域子育て支援拠点の整備に応じて利用者数は増加しており、

見込みの修正は行いませんでした。なお、既存の地域子育て支援拠点の受け入れ実績が増加し、市域全体では需要量を確保できるため平

成３１年度時点での実施か所数を修正しました。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数 （人日） 180,268 138,917 178,437 146,708 175,431 175,431 128,891 172,261 172,261 133,926 169,185 169,185 集計中 

確
保
の 

内
容 

②受入可能人数 

 （人日） 
127,869 142,783 138,469 148,651 149,069 149,919 152,664 159,669 162,319 157,959 170,269 171,619  

実施か所数 20 21 22 22 24 22 22 26 24 23 28 25 増の見込み 

差（②－①） -52,399 3,866 -39,968 1,943 -26,362 -25,512 23,773 -12,592 -9,942 24,033 1,084 2,434  
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３ 妊婦健康診査事業 

妊婦を対象に、妊婦健康診査の受診券を発行し、妊娠中の健康の保持・増進を図る事業です。 

 

実施場所：府医師会に加入する医療機関、府助産師会に加入する助産所、その他（里帰り出産先の医療機関・助産所） 

 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

国が示している「中間年の見直しのための考え方（作業の手引き）」において、平成 27・28 年度の推計値と実績値が 10％以上の乖離があ

れば見直すこととなっておりましたが、10％以上の乖離がないことから平成 30年度及び令和元年度の推計児童数の見直しは行っておりま

せんので問題はないと考えております。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 

①健診受診者数（延べ人） 34,832 

 

33,115 

 

33,978 32,302 33,446 

 

32,273 

 

32,970 30,275 32,578 集計中 
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４ 乳児家庭全戸訪問事業 

生後４か月までの赤ちゃんがいるすべての家庭に、保育士等が訪問し、子育てに関する情報提供を行い、育児に関する不安や悩みの相談等

に応じるなど地域で子育てを応援する事業です。 

 

【これまでの取組】 

全件訪問を行うとともに、関係機関との連携のもと、すべての赤ちゃんの確認を行いました。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

平成 27・28 年度の推計値と実績値が 10％以上の乖離があれば見直すこととなっておりましたが、10％以上の乖離がないことから平成 30

年度及び令和元年度の訪問対象者数の見直しは行っておりません。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 

① 訪問対象者数（人） 2,515 2,463 2,488 2,456 2,427 2,343 2,389 2,455 2,355 集計中 

② 確保の内容 2,515 2,463 2,488 2,456 2,427 2,343 2,389 2,455 2,355  

差（②－①） 0 0 0 0 0 0 0 0 0  
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５ 養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、養育支援訪問員等がその居宅を訪問し、養育に関する指導、助言等を行い、その家庭の

適切な養育の実施を確保するための事業です。 

 

【これまでの取組】 

関係機関と連携し、必要な家庭に養育に関する助言などの支援を行いました。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

平成 27・28年度の推計値と実績値が 10％以上の乖離があれば見直すこととなっておりましたが、母数が少ないことから訪問対象者数の見

直しは行っておりません。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①訪問対象者数（人） 18 8 18 7 18 18 6 18 18 5 18 18 集計中 

②確保の内容 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 18 

差（②－①） 0 10 0 11 0 0 12 0 0 13 0 0  

 



12 

 

６ 子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業） 

（１）ショートステイ事業 

０～18歳未満の児童を養育する保護者が、疾病・疲労など身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が一時的に困難となった場合

等に、一定期間児童福祉施設などで養育・保護を行う事業です。 

 

【これまでの取組】 

実施施設４か所追加（平成 27年度）、送迎サービスの追加（平成 28年度） 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

平成 27・28年度の推計値と実績値が 10％以上の乖離があれば見直すこととなっておりましたが、母数が少ないことに加え、送迎サービス

の追加や過去の利用実績傾向から、平成３０、３１年度の利用者数については若干の増加を見込んでおります。なお、実施施設を追加し

たことから、受入可能人数についても増加となっています。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数（人日） 91 56 90 60 88 88 32 86 88 122  84 88 集計中 

確
保
の 

内
容 

②受入可能人数 

 （人日） 
57 133 93 133 93 133 133 93 133 133 93 133 133 

実施か所数 3 7 5 7 5 7 7 5 7 7 5 7 7 

差（②－①） -34 77 3 73 5 45 101 7 45 11 9 45  
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（２）トワイライトステイ事業 

１～18歳未満の児童を養育する保護者の仕事の都合等により帰宅が恒常的に夜間にわたるため、児童に対する生活指導や家事の面などで

困難が生じている場合に、児童養護施設などで、生活指導、夕食の提供等を行う事業です。 

 

【これまでの取組】 

実施施設２か所追加（平成 27年度）、送迎サービスの追加（平成 28年度） 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

平成 27・28年度の推計値と実績値が 10％以上の乖離があれば見直すこととなっておりましたが、母数が少ないことに加え、送迎サービス

の追加や過去の利用実績傾向から、利用者数について見直しは行っておりません。なお、実施施設を追加したことから、受入可能人数に

ついては増加となっています。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数（人日） 76 3 76 16 76 76 32 76 76 14 76 76 集計中 

確
保
の 

内
容 

②受入可能人数 

 （人日） 
76 101 76 101 76 101 101 76 101 101 76 101 101 

実施か所数 3 5 3 5 3 5 5 3 5 5 3 5 5 

差（②－①） 0 98 0 85 0 25 69 0 25 87 0 25  
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７ 子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

３か月～小学６年生までの児童を養育する保護者を対象に、地域で子育ての支援をするために、育児の援助を受けたい人と育児の援助を行

いたい人がセンターを橋渡しに会員登録をし、様々な育児の手助けを行う事業です。 

 

【これまでの取組】 

援助会員の募集について、特に少ない地域を明示するなど工夫に努めました。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

学童保育の延長により利用者数が減少し、見込みと実績値のかい離が生じたため、利用者数の見込みを修正しました。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数（人日） 6,262 4,984 6,207 4,290 6,182 4,373 4,602 6,123 4,374 3,739 6,045 4,318 集計中 

②確保の内容 活動人数（人日） 6,163 5,131 6,310 4,437 6,310 4,437 4,602 6,310 4,437 4,437 6,310 4,437 4,437 

差（②－①） -99 147 103 147 128 64 0 187 63 698 265 119  
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８ 一時預かり事業 

一時預かり事業には、幼稚園・認定こども園における在園児を対象にした「幼稚園型」と、保育所や地域子育て支援拠点等で実施する預か

りがあります。 

幼稚園における在園児を対象とした「（１）一時預かり（預かり保育）」は、３～５歳児が対象で、「（２）その他の一時預かり」は、０～５

歳児を対象に、保育所等で一時的に子どもを預けることができる事業です。 

 

（１）幼稚園・認定こども園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育） 

【これまでの取組】 

現状の供給量で需要量を確保できています。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

平成 28 年度から平成 29 年度にかけては、公立幼稚園の認定こども園化による預かり保育事業の月額定員の変更また、預かり保育拡充園

である東雲幼稚園及び天王幼稚園を利用される児童が減少したため利用者が減少しています。また、平成 30年度以降については、就学前

児童の減少により利用実績が減少しているものです。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

利
用
者
数(

人
日)

 

１号認定による利用 34,592 

117,590 

33,628 

143,605 

32,846 

146,305 132,429 

31,704 

149,143 131,585 

31,262 

150,626 集計中 ２号認定による利用 72,520 70,499 68,860 66,465 65,539 

①計 107,112 104,127 101,706 98,169 96,801 

確
保
の 

内
容 

②受入可能人数 

(人日) 
725,785 409,305 741,325 409,305 762,385 409,305 409,305 762,385 414,180 414,180 762,385 414,180  

実施か所数 24 41 24 41 24 41 43 24 42 44 24 42  

差(②－①) 618,673 291,715 637,198 265,700 660,679 263,000 276,876 664,216 265,037 282,595 665,584 263,554  
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（２）その他の一時預かり（保育所等） 

 

【これまでの取組】 

現状の供給量で需要量を確保できています。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

就学前児童数は減少しておりますが、保育需要が伸びているため、利用者は微増しているものと考えられます。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数(人日) 10,414 13,002 10,269 13,920 10,122 13,664 12,698 9,931 13,423 13,637 9,821 13,224 集計中 

確
保
の 

内
容 

②受入可能人数(人日) 8,895 33,827 9,165 34,664 9,435 34,664 31,229 9,705 34,664 31,229 9,975 34,664  

実施か所数 28 30 29 31 30 31 28 31 31 28 32 31  

差(②－①) -1,519 20,825 -1,104 20,744 -687 21,000 18,531 -226 21,241 17,592 154 21,440  

コメント [i1]: 1,685 2,038＋11,013 

1回目の「確保策」に合うように修正 

コメント [i2]: 2,372 2,725＋11,265 

1回目の「確保策」に合うように修正 
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９ 時間外保育事業（延長保育事業） 

０～５歳児を対象に、保育所等で通常保育の前後に時間を延長して保育を行う事業です。 

 

【これまでの取組】 

現状の供給量で需要量を確保できています。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

実施個所は増加しており、需要量を確保できております。 

 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数(人) 2,281 1,807 2,236 1,977 2,191 2,042 2,370 2,132 2,199 2,223 2,099 2,242 集計中 

確
保
の 

内
容 

②定員(人) 4,650 5,211 4,650 5,430 4,650 5,584 5,360 4,650 6,019 5,379 4,650 6,144  

実施か所数 45 59 45 63 45 72 72 45 75 75 45 75  

差(②－①) 2,369 3,404 2,414 3,453 2,459 3,542  2,518 3,820  2,551 3,902  
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10 病児・病後児保育事業 

０歳～小学３年生の児童を対象に、病中あるいは病気回復期の児童を家庭で保育ができないとき、看護師等がいる専用施設内で一時的に預

かり、保護者の子育てと就労の両立を支援する事業です。 

 

【これまでの取組】 

現在、病児保育室２ヵ所、病後児保育室２ヵ所により需要量を確保できています。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

就学前児童が減少しているため、平成 29年度、平成 30年度ついては、利用者数が減少しているものと考えております。 

  

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

①利用者数(人日) 2,932 776 2,874 883 2,816 869 826 2,742 861 796 2,698 841 集計中 

確
保
の 

内
容 

②受入可能人数(人日) 1,440 1,440 1,440 1,440 1,440 1,440 1,920 2,160 2,160 1,920 2,880 2,160  

実施か所数 4 4 4 4 4 4 4 5 5 4 6 5  

差(②－①) -1,492 664 -1,434 557 -1,376 571  -582 1,299  182 1,319  
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11 放課後児童健全育成事業（学童保育） 

就労などの理由で保護者が昼間家庭にいない小学生の児童を対象に、放課後や学校休業中に安心して生活する場所を提供し、心身の健全な

育成を図ることを目的とした事業です。 

 

【これまでの取組】 

学童保育室の分割運営や学校の余裕教室の借用などにより、支援の単位数をふやし、受け入れ児童数の拡充を行いました。また、余裕教室の

借用が困難な学童保育室については、学童保育室の建て替えを実施しています。 

【見込みと修正値及び実績の評価】 

学童保育の需要拡大により、当初の量の見込みと実績値の乖離が年々大きくなってきたため、需要拡大を考慮に入れて修正値を設定していま

す。実績は、修正値に近い数字となっており、需要量を満たす供給ができています。 

 

実施時期 

平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 平成 31年度 

見込み 実績 見込み 実績 見込み 実績 見込み 修正値 実績 見込み 修正値 実績 

低
学
年 

①利用者数（人） 1,899 1,961 1,933 2,179 1,973 2,460 1,970 2,599 2,552 1,959 2,693 2,721 

確
保
の 

内
容 

②定員（人） 2,183 2,413 2,320 2,549 2,442 2,798 2,442 3,003 2,951 2,442 3,197 3,114 

実施か所数

※ 
32 32 32 33 32 35 32 35 35 32 35 37 

差（②－①） 284 452 387 370 469 338 472 404 399 483 504 393 

高
学
年 

①利用者数（人） 106 25 105 24 108 33 109 65 40 111 118 49 

確
保
の 

内
容 

②定員（人） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

実施か所数 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0 0 4 

差（②－①） -106 -25 -105 -24 -108 -33 -109 -65 -40 -111 -118 -49 
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12 【新規】実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の

購入に要する費用又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

実施の有無も含めて検討しています。 

 

13 【新規】多様な主体が新制度に参入することを促進するための事業 

教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の能力を活用した教育・保育施設等の設置又は運営を

促進するための事業です。 

新規参入施設等への巡回支援については、新規開設した地域型保育事業所を対象に巡回支援を実施しています。 

認定こども園特別支援事業については、国の要綱に沿って実施しています。 

 


